
 

美濃市新型インフルエンザ等対策行動計画 概要版 

 

計画策定の経緯 

〇新型インフルエンザ等の感染症への対策を国家として実施するため、平成                         

  25 年 4 月に「新型インフルエンザ等対策特別措置法」が施行されました。 

  ・国、都道府県、市町村等が実施する対策について、法的に規定 

  ・国、都道府県、市町村等の対策に係る行動計画を策定するよう義務付け 

 〇美濃市では、政府及び岐阜県行動計画を踏まえ、新型インフルエンザ等が 

  発生した場合における市の対策の基本的な考えや市が実施する主な措置等 

  を示した「美濃市新型インフルエンザ等対策行動計画」を策定します。 

 

対策の目的 

  １、拡大を可能な限り抑制し、市民の生命及び健康を保護すること 

  ２、市民の生活及び経済に及ぼす影響が最小となるようにすること 

 

被害想定 

項  目 市 内 県 内 全 国 

人口 
 

22,268 人 2,050,218 人 約1億2,722万人 
平成 2６年１月 1 日 

患者（人口の 25％） 
約 5,600 人 約 513,000 人 約 3,180 万人 

中等度※1 

(致死率 0.53％） 

入院患者 

(1日当たり最大) 

約 95 人 

(約 18 人) 

約 8,500 人 

(約 1,600 人) 

約 52.5 万人 

(約 10 万人) 

死亡者数 約 30 人 約 2,720 人 約 16.8 万人 

重度※2 

(致死率 2.0％) 

入院患者 

(1日当たり最大) 

約 375 人 

(約 75 人) 

約 32,300 人 

(約 6,400 人) 

約 199 万人 

(31.8 万人) 

死亡者数 約 1１２人 約 10,260 人 約 63.6 万人 

従業員の欠勤率の想定 最大 40％程度 

       ※1：アジアインフルエンザ並み （昭和 32 年発生）   

※2：スペインインフルエンザ並み（大正 7 年発生）  

 



発生段階 

 

 

行動計画の主要６項目 

（１）実施体制 

   〇発生前：美濃市新型インフルエンザ等対策推進会議を開催 

        ・事前準備の進捗状況を確認 

        ・関係各課等と連携協力 

   〇発生後：美濃市新型インフルエンザ等対策本部を設置 

        ・新型インフルエンザ等対策を迅速かつ総合的に推進し、市

民の健康被害の防止および社会機能の維持を図ります。 

 

（２）情報収集・提供・共有 

   〇新型インフルエンザ等の予防・まん延防止に関する情報や発生状況、

実施される対策等について情報提供します。 

   〇インターネットやケーブルテレビ、広報等の多様な媒体を利用し、わ

かりやすく正確かつ迅速に情報が伝わるよう心がけます。 

   〇市民からの相談に応じるため、相談窓口を設置します。 

 

（３）まん延防止 

   〇マスク着用、咳エチケット、手洗い、うがい、人混みを避ける等の基

本的な感染予防対策を啓発します。 

   〇学校、保育施設や職場等に対して、感染対策の実施を呼びかけます。 

   〇必要に応じ不要不急の外出自粛要請や施設の使用制限要請を行います。 

発生段階 流行状況 

未発生期 新型インフルエンザ等が発生していない状態 

市内未発生期 

海外で新型インフルエンザ等が発生した状態 

いずれかの都道府県で新型インフルエンザ等の患者が発生してい

るが、岐阜県内では発生していない状態 

岐阜県内で新型インフルエンザ等の患者は発生しているが、すべ

ての患者の接種歴を疫学調査で追える状態 

市内発生早期 

美濃市内で初の患者が発生 

岐阜県内で新型インフルエンザ等患者の接触歴が疫学調査で追え

なくなった状態 

市内感染期 美濃市内で患者が多発し、感染が拡大した状態 

小康期 
新型インフルエンザ等の患者の発生が減少し、低い水準でとどま

っている状態 



（４）予防接種  

   〇特定接種：医療の提供や国民生活及び経済の安定を確保するために、

医療従事者や新型インフルエンザ等対策の実施に携わる公務員等に対

し、住民接種に先行して予防接種を行います。 

   〇住民接種：市民に対して、集団予防接種を行います。国が決定する優

先順位に従って、順次接種を行います。 

 

（５）医療 

   〇県からの要請により、臨時の医療施設の開設に協力します。 

   〇県や医療機関、関係機関と協力し、在宅で療養する患者への支援を行

います。 

   〇医療機関と連携し、診療体制の調整、確保を行います。 

 

（６）市民生活および市民生活の安定の確保 

   〇市民生活及び経済への影響を最小限にできるよう、国や県、関係機関

と連携し対策を実施します。 

   〇市民や事業者に対し、発生時に備え、事前の準備を行うよう働きかけ

ます。 

   〇要援護者への支援、適切な火葬の実施、水の安定供給、生活関連物資

の価格の安定等、市民生活や経済の安定を確保するための対策を実施

します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



発生段階に応じた主な対策 

 未発生期 市内未発生期 市内発生早期 

対策の考

え方 

〇発生に備えた情報収集

及び提供 

〇発生に備えた体制整備 

〇発生に備えた情報収集

及び提供 

〇発生に備えた体制整備 

〇感染拡大に備えた体

制整備 

〇感染拡大を抑えるた

めの感染対策を実施 

 

実施体制 

 

○行動計画の作成 

○対策推進会議の開催 

○関係機関との連携強化 

○新型インフルエンザ等

発生後、直ちに対策本部

を設置（緊急事態宣言後

は特措法に基づく設置） 

〇対策本部の継続 

 

 

情報収集 

提供・共有 

○情報収集・共有 

○情報提供体制の構築 

○予防、発生時の対策等

の継続的な情報提供 

 

○相談窓口の設置 

○広報チームの設置、情

報を一元化 

○多様な媒体を用いた正

確かつ迅速な情報提供 

○相談窓口の体制強化 

○多様な媒体を用いた

正確かつ迅速な情報提

供 

 

まん延防

止 

 

○個人、地域、職場等に

おける感染対策の普及 

○個人、地域、職場等に

おける感染対策の普及 

○県が実施する措置に協

力 

○個人、地域、職場等に

おける感染対策の普及 

○県が実施する措置に

協力 

予防接種 

 

○特定接種実施体制の構

築 

○住民接種実施体制の構

築 

○国の方針を踏まえた特

定接種の実施 

○住民接種の実施 

○予防接種の広報・相談 

○住民接種の継続 

○住民接種の広報・相談 

 

医  療 

 

○医療機関との情報提

供・共有体制の整備 

○適切な受診行動の啓発 

○県の対策に協力 

○医療機関との情報提

供・共有体制の整備 

○県の対策に協力 

〇かかりつけ医や最寄

りの診療所への受診を

勧奨 

○県の対策に協力 

市民生活

および市

民経済の

安定の確

保 

○要援護者の状況把握お

よび支援内容・方法の検

討 

○火葬能力等の把握 

○物資・資材の備蓄 

○要援護者への支援内

容・方法の検討 

○遺体の安置施設の確保 

〇要援護者への支援の

実施 

〇適切な遺体の火葬・安

置 

＜緊急事態宣言後＞ 

〇水の安定供給 

〇生活関連物資の価格

安定 

 



 

 市内感染期 小康期 

対策の考え

方 

〇健康被害、市民生活及び

経済への影響を最小限に

抑える 

〇必要な事業活動の継続 

〇第二波に備えた第一波

の評価と体制整備 

〇医療体制、市民生活及

び経済活動の回復 

 

実施体制 

 

〇対策本部の継続 

 

 

〇対策本部の廃止 

情報収集 

提供・共有 

〇相談窓口の継続 

〇多様な媒体を用いた正

確かつ迅速な情報提供 

 

 

〇相談窓口の縮小 

〇情報提供体制の見直し 

 

 

まん延防止 

 

〇個人、地域、職場におけ

る感染対策の普及 

〇県が実施する措置に協

力 

 

 

〇個人、地域、職場等に

おける感染対策の普及 

 

予防接種 

 

〇住民接種の継続 

〇住民接種の広報・相談 

 

 

〇第二波に備えた住民接

種の継続 

 

医  療 

 

〇かかりつけ医や最寄り

の診療所への受診を勧奨 

○県の対策に協力 

 

 

〇県の対策に協力 

市民生活お

よび市民経

済の安定の

確保 

〇要援護者への支援の実

施 

〇適切な遺体の火葬・安置 

＜緊急事態宣言後＞ 

〇水の安定供給 

〇生活支援物資の価格安

定 

 

〇状況に応じ、対策を縮

小・廃止 

 

 

 

 


